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平成 29 年度豪雪による被災者に係る被保険者証等の提示等について 

 

 

 平成 29年度豪雪による被災者に係る被保険者証等の提示等については、当面、

下記のとおり取り扱うこととしたので、関係団体への周知を図るようお願いし

たい。 

 

記 

 

１．被保険者証等の取扱い 

平成 29 年度豪雪による被災に伴い、被保険者が被保険者証等を紛失あるいは

家庭に残したまま避難していることにより、保険医療機関等に提示できない場

合等も考えられることから、この場合においては、氏名、生年月日、連絡先（電

話番号等）、被用者保険の被保険者にあっては事業所名、国民健康保険又は後期

高齢者医療制度の被保険者にあっては住所（国民健康保険組合の被保険者につ

いては、これらに加えて、組合名）を申し立てることにより、受診できる取扱

いとするので、その実施及び関係者に対する周知について、遺漏なきを期され

たい。 

 

なお、当該避難者等に係る診療報酬等の請求については、平成 25 年１月 24

日付け保険局医療課事務連絡「暴風雪被害に係る診療報酬等の請求の取扱いに

ついて」（別添）に準じて取り扱われたい。 

 

２．保険調剤の取扱い 

（１）被災地の保険薬局において、次に掲げる処方せん（通常の処方せん様式

によらない、医師の指示を記した文書等を含む）を受け付けた場合において

御中 



は、それぞれに掲げる事項を確認した上で、保険調剤として取り扱って差し

支えないこと。 

 ① 保険者番号、被保険者証・被保険者手帳の記号・番号の記載がない場合 

 被災により、被保険者証、健康手帳等を保険医療機関に提示できなかった

場合であること。この場合、保険薬局において、加入の保険及び被用者保険

の被保険者等にあっては事業所名、国民健康保険の被保険者及び後期高齢者

医療制度の被保険者にあっては住所を確認するとともに、調剤録に記載して

おくこと。  

 ② 保険医療機関の記載がない場合 

   処方せんの交付を受けた場所を患者に確認すること。 

 なお、処方せんの交付を受けた場所が、救護所、避難所救護センターその

他保険医療機関以外の場所であることが明らかな場合は、保険調剤として取

り扱えないものであること。（（３）参照） 

 

（２）患者が処方せんを持参せずに調剤を求めてきた場合については、事後的

に処方せんが発行されることを条件として、以下の要件のいずれにも該当す

る場合には、保険調剤として取り扱って差し支えない。 

 

ア 交通の遮断、近隣の医療機関の診療状況等客観的にやむをえない理由に

より、医師の診療を受けることができないものと認められること。 

イ 主治医（主治医と連絡が取れない場合には他の医師）との電話やメモ等

により医師からの処方内容が確認できること。 

また、医療機関との連絡が取れないときには、服薬中の薬剤を滅失等した

被災者であって、処方内容が安定した慢性疾患に係るものであることが、薬

歴、お薬手帳、包装等により明らかな場合には、認めることとするが、事後

的に医師に処方内容を確認するものとすること。 

 

（３）災害救助法に基づく医療の一環として、救護所、避難所救護センター等

で処方せんの交付を受けたと認められる場合には、当該調剤に係る報酬は

救護所の設置主体である県市町に請求するものであること。 

   ただし、災害救助法が適用されている期間内において処方せんが交付さ

れ、調剤されたものであること。 

 

 

以上 
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